
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定左営利遣動法人」型睦△

1 事業の成果
新型コロナウイルスの感染法上の分類の引き下げ等、新型コロナウイルスの終息傾向が見られ、感染

拡大前の受益対象者人数には達しなかったものの、小学生 。中学生を対象とした社会教育活動を全面的

に復活させることができた。また、社会教育活動の中には移動や宿泊を伴うものもあるため、旅行業法

に則って事業を実施できるよう、当法人で旅行業を取得し、今年度より旅行業としての事業を開始した。

以前より実施している社会福祉事業を今年度も継続的に実施し、前年度よりも多くの受益対象者に事業

提供を行うことができた。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【32,2661千円)
足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

子どもや若者

の社会教育に

関する事業及

び支援する事

業

(次頁に続

く)

野外教育活動、ス

ポーツ・レクリエ

ーション活動、文

化・芸術活動にお

ける日帰 リプロ

グラム及び宿泊

プログラムの企

画・運営

令和 4年

11月 19日

11月 20日

12月 11日

12月 18日

12月 26‐28日

令和 5年

1月 29日

3月 3‐ 5日

3月 25・ 27日

4月 23日

5月 4‐6日

5月 28日

6月 18日

6月 24日

7月 15‐ 17日

7月 30‐ 8月 1日

8月 8・ 11日

8月 19‐ 21日

9月 10日

10月 1日

10月 7‐ 9日

10月 28‐29日

関東近郊 372人

関東近郊

在住の乳

幼児・小

学生 。中

学生とそ

の保護者

929人

11,361

オンラインを用

いた体験活動プ

ログラム

令和 5年

2月 19日

当法人

事務局
7人

全国の乳

幼児を含

む一般市

民

10人



子どもや若者

の社会教育に

関する事業及

び支援する事

業

(前頁から続

く)

プレーパーク (冒

険あそび場づく

り)の企画・運営

令和 4年

11月 12日

12月 10日

令和 5年
2月 11日

3月 11日

4月 8日

6月 10日

7月 8日

9月 9日

10月 7日

都立木場

公園
Ⅸ)人

全国の乳

幼児を含

む一般市

民

2,451人

(前頁か

ら続く)

経済的な困難を

抱える子 どもの

教育格差の解決

のための支援

通年
当法人事

務局
4人

全国の

一般市民
多数

高校生を対象と

したキャリア教

育の企画・運営

令和 4年

11月 2日

令和 5年

2月 10日

3月 17日

9月 27日

東京都立

富士高等

学校・附

属中学校

/東京都
立立川国

際中等教

育学校/
都立松原

高校

66人

東京都立

富士高等

学校・附

属中学校

/東京都
立立川国

際中等教

育学校/
都立松原

高校の高

校 1年次

に相当す

る生徒

444人

子 どもや青少年

と関わるうえで

必要な技術を習

得するための勉

強会

令和 4年

11月 26日

令和 5年

7月 1日

9月 2日

関東近郊 6人
全国の

一般市民
27人

子どもや若者

の社会福祉に

関する事業及

び支援する事

業

経済的に困難を

抱える子育て家

庭への食の支援

通年
当法人

事務局
4人

東京近郊

の経済的

に困難を

抱える家

庭の保護

者・子ど

も

130

家庭
13,041

子どもや若者

の教育や福祉

に関する情報

発信 。調査研

究事業

子どもや青少年

に関する社会課

題や教育・福祉等

についての情報

メディアの企

画・運営

通年
当法人

事務局
4人

全国の

一般市民
多数 716



子どもや若者

の教育や福祉

に関する旅行

業法に基づく

旅行業

旅行業法に基づく

旅行業務
通年

当法人

事務局
4人

全国の乳

幼児を含

む一般市

民

多数 7,148

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
疋訊 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

費
∋撃［



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和4年度 活動計算書 (その他事業が生埜場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 事職人

正会員受取会費
贅助会員受取会費
活動会員受取会費

0.1

10,107.948受取寄附金

受取補助金
受取助成金

5.352.

0

5,352,402

社会教育事業収益
情報発信調査研究事業収益
旅行業事業収益

10,485,789
292.580
10,339,950

21.118.

受取利日. 93

収 益
=

38.247.962
3】  `菫  冑:

業務委託費
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
保険料
諸会費
組税公課
研修費
支払手数料
広告宣伝費

8.289.

170,

45,

8.623.

582,

782.

180,

1.287.

604,

200.

146,

55,

572.

52,

412
285

600
463

957
779

110

963

345
996

900

200
952

800

1 1

2)

918
519

5,1

給料手当
法定福利費
福利厚生費

2

(1 人
4,029,870
624,213
679,749
1,728

印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
地代家賃
保険料
支払手数料

役員報酬
給料手当
法定福利費
福利厚生費

8,340
300
60.892

15,891
9.814

12. 170

87,037

20.027
66,969

■ 月 r 37.383.77(

364 192A B

3】   う里  ,書  タ

過年度損益修正益
い|

外  収
)】  1饉  :着  タ

正

災害損失
問

外 ■ ′

当 期 経 常 タ 減 額  【C】 ― D
361 192

0.701.673
10.065.865

・・ 4ι
. . .(■

|

期 正 味 財 甕 |



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

′

(2)

1

ク
一

1

の

9 7 21

3 その

7,449,467
837,348
585,500
54,900

現金預金

未収金

前払費用

立替金

2,909,151
200,000
2,200,000
509, 151

敷金

差入保証金
繰延資産

【A】 資 産 合 計 ①+② 21.836.366

11

11 01

70

2

+

1

B-1

未払金
前受金

預り金

仮受助成金-1

仮受助成金-2

未払法人税等
未払消費税

1,874,213
196,650
205,140
8,436,883
910,715
70,000
76,900

正味

]I:

産 .361 192

9,701,673

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【8-1】 +【 B-2】 21.836.366



書式第 16号 (法第 28条関係 )

令和4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)
によっています。

(1)固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づいて定率法で償却しています。但し、取得金額が20万円未満の資産については

法人税法に規定する一括償却の方法により償却しています。

(2)消費税等の会計処理
税込経理方式で処理しています。

2. 事業別損益の状況
(単位 :円 )

合計社会福祉
調査研究情
報発信

旅行業 事業部門計
法人全体又
は管理部門

科 || 社会教育

0

0
0

21,118,319

0

1,669,200

10,107,948

5,352,402

21,118,319
93

０

０

０

０

０

0
0

0
292,580
0

0
0

0
10,339,950

0

1,669,200
10,107,948

5,352,402
0
93

0
0

0
10,485,789

0

38,247,962０

〉
292,580 10,339,950 21,118,319 17,129,64310,485,789

9,236,918

0
1,′■)8,519

25,571

0

624,213

4,029,870

679,749
1,728

0

9,861,131

4,029,870

2,088,268

27,299
0

3,579,591

0

534,790
14,013
0

3,452,634

0
526,515

9,564
0

491,528

0

74,923

1,355

0

1,713,165

0
272,291

639
0

10,671.008 5,335,560 16,006,5684,128,394 3,988,713 567,806 1,986,095

8,289,412

178,625

45,9(XD

8,684,355

598,848
792,593

192,280

1,375,000

624,372
55,200

200,996
146,900

639,921

52,800

0
6,561

0

9,447

19,256

1,491

9,573

68,448

25,762

0

0
7,830

187

0

0
29,433

0
4,140,912

79,798

7,753

30,638

193,864

173,122

10,000

200,996
42,087

253,137

0

8,289,412

170,285

45,600

8,623,463

582,957
782,779
180,110

1,287,963

604,345
55,200

200,996
146,900

572,952
52,800

0

8,340

300
60,892

15,891

9,814

12,170

87,037

20,027

0

0
0

66,969

0

628,091

88,160

45,600

4,400,343

319,888

722,082

72,565

544,137

294,954

15,200

0
42,087

7,007

52,800

7,661,321

46,131

0

72,761

164,015

51,453

67,334

481,514

110,507

30,000

0
54,896

312,621

0
21,877,202148,555 5,161,740 21,595,762 281,4407,232,914 9,052,553

32,266,770 園璽口四 37,883,77011,361,308 13,041,266 716,361 7,147,835

3,192,115 回口厖田国 ]団□匝コ □□区Ⅲ騒国
‐423,781

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5_その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費
給料手当

役員報酬

法定福利費

福利厚生費

外注費

人件費計

(2)その他経費
業務委託費

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

水道光熱費

地代家賃

保険料

研修費

諸会費

租税公課

支払手数料

広告宣伝費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 ■目置コロロ園菫口国 回回璽園□■■理コ四
■国覆回四



4

3. 固定資産の増減内訳
(単位 :円 )

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は10,065,865円 ですが、そのうち3,313,341円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は6,752,524円 です。

単 :円 )

借入金の増減内訳

借入金はありません。

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

７
‘

´
cυノ■■,メこ′■首 ↑リ ロ ツサ

`不
ノヽυノ員 たし、メ 1貝 zX t′ ■[シヽ,● ′生 υノ●へ足夕■ヒtノ :し上[ワヽメ1,生Vノ ルロι″

"ノ
●ヘフLて ツコつ ″・ :‐ ソ ′υ′_びノ1ヽχ

`｀ `そ′ハ=H:]質
・ 事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、法定福利費、福利厚生費、水道光熱費、地代

家賃、保険料、租税公課については従事割合に基づき案分しています。

5

＾
Ｏ

科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

投資その他の資産

敷金 (事務局賃貸 )

差入保証金 (旅行業供託金)

繰延資産 (旅行業協会入会金)

200,000

2,200,000

639,147

0
0
0

0
0

129,996

200,000
2,200,000

509,151

0

0

0

200,000
2,200,000

509,151

合計 3,039,147 ｎ

） 129,996 2,909,151 ｎ
） 2,909,151

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

2,772,669 8,201,993 7,661,321 3,313,341

2.772.669 8.201.993 7.661.321 3.313.341

・経済的に困難を抱
える子育て家庭への

食の支援プログラム

合計

科 目
計算書類に
計上された

内役員及び

近親者との

1,669,200

10,107,948

21,118,319

5,352,495

180,000

60,000

18,300

0
258,30038,247,962

該当なし 該当なし

(活動計算書)

受取会費

受取寄付金

事業収益

その他収益

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和4年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 夢職人
円

(2)

2,909,151

A の

1

1 9 2

2
0形

固

(3 その他の

現金預金

未収金

前払費用

立替金

17,449,467

837,348

585,500

54,900

17,449,467

837,348

585,500

54,900

200,000
2,200,000
509,151

敷金

差入保証金

繰延資産

21.836.366【A】 資 ①+②産 合 計

の

ワ
』

1

B―

未払金

前受金

預 り金
仮受助成金-1

仮受助成金-2

未払法人税等

未払消費税

1,874,

196,

205,

8,436,

910,

70,

76,

213
650
140

883
715

000
900

【B-1】 負 11.770,501③+④債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 10,065,865

〕負傾



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和4年度年間役員名簿 〈●事■年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所菫
びにこれらの者についての蘭事業年度における●日の有無を

“

●した名簿)

特定上曽型量塾菫ム_」里込

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

E)以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
日 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入 )氏   名

1
監事理 事
イフキリ ジュン 令和4年 11月 1日

令和5年 10月 31日

令和4年 11月 1日

令和 5年 10月 31日岩切 準

2 事
, A, a+r 令和4年 11月 1日

令和5年 10月 31日田村 友紀子

3 監事理事

3 al'? .L, 令和4年 11月 1日

令和5年 10月 31日横山 優

4 監事理 事

ホンダ ユウイチ 令和4年 11月 1日

令和5年 10月 31日本多 雄一

5 監事理事・
サイ トウ サ トコ 令和4年 11月 1日

令和5年 10月 31日齊藤 聡子

6 監事理 事

ハタ ミサ ト 令和4年 12月 4日

令和5年 10月 31日畑 美里

7 理事
ケイノ マコト 令和4年11月 1日

令和5年 10月 31日慶野 誠

理事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

儘塑躍幽ヨ駆塾_理型L

氏   名

1 岩切 準

2 田村 友紀子

3 横山 優

4 齊藤 聡子

5 畑 美里

6 和田 健太郎

7 大嶺 麻衣子

8 大塚 昇

9 大堀 詩織

10 門倉 麻莉

11 本多 雄一

12




